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資 料

地域における減塩食品の入手可能性を評価するための調査方法の開発
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目的 地域における減塩のための食環境整備においては，住民の減塩食品の入手可能性を把握し，

その改善や活用の支援が必要である。しかし，その食環境アセスメント手法はまだ確立されて

いない。本報告では，地域における減塩食品提供状況調査方法の検討を行い，共通の方法と基

準，実践のための手段を設け，全国で使用できるように標準化することを目的とした。

方法 厚生労働省・経済産業省による大規模実証事業への協力と取扱商品リスト等情報提供の合意

が得られた北九州市の全国規模の 4 店舗において，減塩食品提供状況の予備調査を行った。ま

ず，店頭で調査員が直接調査して収集した店頭調査リストと，店舗から提供された取扱商品リ

スト（以下，店舗提供リスト）を比較，分析して，両調査の課題を抽出し，実施可能性と的確

性を検討した。次に，予備調査で課題となった減塩食品の定義を明確にし，減塩食品分類基準

を設定し，店頭調査の目安になる調査用減塩食品リストを作成した。また，店頭調査結果を記

録するためのシートと調査用マニュアルを作成し，標準化を図った。そのマニュアルを用いて

管理栄養士が店頭調査を行い，活用可能性を確認した。

結果 予備調査で，店頭調査リストの方が店舗提供リストより調査漏れが少なく，実施可能性が高

いことがわかった。減塩食品の定義を明確にした上で，以下を作成した。◯店頭での調査と購

入のしやすさを考慮して減塩食品の分類基準（3 つの大分類，7 つの中分類，37の小分類）を

設定し，減塩食品分類基準表を作成した。◯調査結果を記録する調査用減塩食品リストを用い

て，個々の減塩食品提供状況を詳細に記入する入力用基準シートと，減塩食品の入手可能性を

定量的に記入する集計用シート，および店舗別提供状況の有無を見える化した掲示用シートを

作成した。◯調査の目的と考え方，減塩食品の定義と分類基準，記録用減塩食品リストのシー

トについて説明した調査マニュアルを作成した。管理栄養士が◯～◯を用いて店頭調査とデー

タ収集・整理を的確に行い，減塩食品の入手可能性の定量的把握と見える化が容易に行えるこ

とを確認した。

結論 減塩食品の入手可能性は，調査マニュアルと記録用シートを用いた店頭調査で，容易にまた

的確に把握できることがわかった。この標準化された減塩食品提供状況調査は，地域の減塩対

策において，食環境アセスメント手法の 1 つになり得ることが示唆された。

Key words食環境，減塩，減塩食品，提供状況調査，アセスメント
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 緒 言

わが国の高血圧者は4,300万人と推計されており1)，

2019年の日本人成人の非感染性疾患（NCDs）と傷

害による死亡の主要リスク研究で，食事因子として

は食塩の過剰摂取が最大のリスク要因であったこと

が報告されている2)。日本人の食塩摂取量は徐々に

減少しているが，2019年国民健康・栄養調査では，

成人男性10.9 g/日，女性9.3 g/日3)と依然として多

く，日本人の食事摂取基準（2020年）の目標量（男

性7.5 g，女性6.5 g 未満)4) より約 3 g 多く，国際基

準 WHO 推奨量 5 g/日5)の約 2 倍摂取している。

健康日本21（第二次）の最終評価報告では，栄養・

食生活分野の目標の一つ「1 日当たりの食塩摂取量

の平均値 8 g」は，改善傾向にあるが目標到達が危

ぶまれ，とくに2016年以降はほとんど減少がみられ

ないと評価された。さらに減塩を推進するには，減

塩に取り組む企業の活動を支援する学会の取組との

連携強化，自然に健康になれる食環境づくりを産学

官が連携して推進する仕組みや，減塩のための食環

境整備に関する政策研究が必要とされた6)。厚生労

働省は2021年，「自然に健康になれる持続可能な食

環境づくりの推進に向けた検討会」を発足させ，当

面取り組むべき栄養分野の最優先課題として減塩を

挙げ，産官学が連携して食品へのアクセスと情報へ

のアクセスの両方を相互に関連させ食環境づくりに

取り組むべきと提言した7)。この提言を受けて，

2021年度末に，産官学連携の組織体「健康的で持続

可能な食環境戦略イニシアチブ」が発足，減塩を最

重要課題として，官民学連携による活動が進められ

ている8)。健康日本21（第三次）では，成人男女の

食塩摂取の目標量を 1 日当たり7.0 g 未満（2032年

度）とし，食環境戦略イニシアチブの取組を全国的

に広め，47都道府県（2032年度）での実現を目標と

した9)。

食塩摂取量を減らすには，集団全体への介入の費

用対効果が高いことが報告されており10)，世界の減

塩対策をレビューした結果によれば，食環境整備に

は，高食塩商品への課税，食塩の供給源となってい

るターゲット食品の減塩化，食品包装前面への栄養

表示，メディアキャンペーンなどがあり，最も効果

が大きいのはターゲット食品の減塩の義務化（法制

化），次が，民間企業による自主的な食品の減塩化

とされている11)。日本人における食塩供給源の約 6

割は調味料，次いで，魚介類加工品，パンや麺類な

ど穀類加工品，肉類加工品である12)。したがって，

これらの食品の減塩化が進み，入手可能性が高まれ

ば，食塩摂取量の低減につながると示唆される。

日本高血圧学会（JSH）の減塩委員会（現 減塩・

栄養委員会）では，適正でおいしい減塩食品の普及

を目的に，2013年から JSH 減塩食品リストを一般

向けホームページで紹介する13)とともに，減塩食品

の製品開発販売に積極的に取り組む企業にアワード

の授与を行い，食品企業の自主的な減塩化を後押し

してきた14)。2023年 4 月までに JSH 減塩食品リス

トに掲載された企業・製品は累計41社283品，年間

の売上高は500億円（2022年度）に達している13)。

また，国立循環器病研究センターは，2014年から

「かるしお認定プロジェクト」を開始し，食塩を低

減した商品の認定を行っている15)。2018年からは，

栄養および生活習慣病予防関連の10数の学会等によ

る「健康な食事・食環境コンソーシアム」が発足，

食塩控えめを含む一定の基準を満たした食事をス

マートミールと呼称し，スマートミールを継続的に

提供する飲食店や事業所給食を認証する制度が設け

られた16)。

そのような状況の中，厚生労働省・経済産業省は，

2020年度から，食行動の変容に向けた尿検査および

食環境整備に係る大規模実証事業を開始し，減塩・

カリウム摂取増加のための保健指導および食環境整

備の手法を開発，地域・職域の大規模集団において

介入を行い，国民の食行動変容効果を実証すること

を試みた17)。本事業における食環境のとらえ方は，

厚生労働省が2004年に公表した「健康づくりのため

の食環境整備に関する検討会」報告書18)にあるよう

に，食物へのアクセスと情報へのアクセスの 2 側面

からなり，両者が密接に関連し統合される点に特徴

があるとした。このとらえ方に基づき，本実証事業

では，◯食物へのアクセスの整備（より健康的な食

物の入手可能性を高める方向に整備すること），◯

情報へのアクセスの整備（健康や栄養・食生活に関

する正しい情報を的確に得られる状況を整備するこ

と）に分け，さらに◯気運醸成・仕掛けの 3 つの観

点から，各地域で具体的な取組を検討し実施した。

食物の入手可能性とは，国際連合食糧農業機関

（FAO）の定義によれば，その地域で適切な質の食

物が十分に供給され，入手可能な状況にあるかを意

味する19)。

本報は，地域で減塩食品の入手可能性を高めるこ

とが，地域住民の食塩摂取量の低減につながる可能

性が高いという仮説の下，上記実証事業の食環境整

備における，◯食物へのアクセスの整備に関して，

全地域の必須項目であった「減塩食品の入手可能性

の把握」と「減塩食品の入手可能性の向上」を実施

し評価する，食環境アセスメント手法の 1 つとし

て，地域内の店舗で提供されている減塩食品の品目
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種類数を把握する（以下，減塩食品提供状況調査）

ための標準的な調査方法について検討したので報告

する。

 方 法

本実証事業に参加した，北海道から鹿児島までの

11市町村には，人口 1 万人以下の町村から百万人規

模の政令指定都市が含まれており，減塩食品を提供

する店舗の数や規模，また調査主体，投入できる予

算やマンパワーは，市町村によって異なってい

た17)。そこで，本事業への理解と調査への協力が得

られた地域の店舗において，まず減塩食品提供状況

に関する予備調査を行い，管理栄養士が実践可能な

方法について検討した。

. 予備調査の実施

予備調査は，全国規模の大型店舗を多数有する北

九州市において，本事業への協力と減塩食品に関す

る情報提供の合意が得られた 4 店舗で行った。調査

員が店舗に出向いて，直接店頭調査を行うと同時

に，店舗側から減塩食品に関する情報を提供しても

らい，各々のデータ取得上の課題を抽出した。ま

た，両調査で得られた情報を比較，分析し，調査の

実施可能性と的確性について検討した。

店頭調査は，複数の調査員が店頭で直接，減塩食

品の取扱・取組状況を調査し，陳列の状況や減塩食

品の商品名と栄養成分表示等がわかるように写真を

撮って帰り，写真を整理，減塩食品の内容を確認し

ながら，先行研究20)を参考にして一覧表にし，「店

頭調査リスト」を作成した。「店舗提供リスト」は，

各店舗で取り扱っている調味料と加工食品を対象

に，「減塩」「無塩」「食塩ひかえめ」の検索ワード

で減塩食品のリストアップを依頼，一覧表（JAN

コード，企業名，商品名，規格）を作成してもらっ

た。店頭調査リストと店舗提供リストの内容を比較

し，確認が漏れていた食品（以下，漏れ食品）数を

集計した。

. 減塩食品分類基準の設定と調査用減塩食品リ

ストの作成

減塩食品の分類と基準は，後述する提供状況調査

のための記録用シート作成の基準となり，調査結果

を消費行動に反映させることができるように，調査

のしやすさ（管理栄養士等であれば，誰が調査して

も同じ結果になる）と，購入のしやすさ（商品をみ

つけやすい）を条件とした。

日本食品標準成分表2020年版（八訂)21) は，日常

広く使用されているが，その18食品群のうち16群は

原材料的食品である。減塩食品はすべて加工食品

で，「調味料及び香辛料類」に分類されるものが多

いが，「即席味噌汁」の減塩食品など多くが未収載

で，該当・類似食品が見当たらない。また，大分類

（食品群）は生物の名称で，中分類（食品名）は五

十音順，小分類および細分は原材料的なものから加

工度の高いものの順に配列されており，減塩食品は

分類し難く，探し難い。そのため，小売店で販売さ

れている減塩食品の実態に即した先行研究20)の分類

に基づき，減塩食品分類基準を設定することとした。

なお，減塩食品には公式の定義がないため，本事

業における減塩食品は，既存の基準，すなわち，食

品表示制度の栄養強調表示食品22,23)，または JSH

減塩食品（同質・同量の対照品もしくは通常品より

食塩相当量を20以上減じたもので，ナトリウムは

100 g 当たり120 mg 以上を減じたもの)13) のいずれ

かに該当するものとした。したがって，対象は調味

料と加工食品のみで，生鮮食品や惣菜等容器に入っ

ていないもの，および包装されていない調理食品類

は含まないものとした。調味料は，そのままでは食

さないもので，日本食品標準成分表2020年版21)の調

味料及び香辛料類に属する，塩・しょうゆ・味噌・

和洋中のだし・たれ・つゆ・酢・ソース・ドレッシ

ング・香辛料等及び油脂類（バター・マーガリン）

とした。加工食品は，調味料に属さないもので，容

器包装入りで，栄養成分表示のある食品（冷凍食品

も含む）に限定した。

また，かるしお認定15)やスマートミール16)のよう

に自治体・団体等の認証を受けた弁当類を含め，

「減塩」と明示されている減塩（相対差25以上）

の惣菜類，弁当類（3 g 未満/食）を減塩料理とした

が，安定した品質の確保や確認が難しいため，参考

程度に取り扱うこととした。

以上のことに留意して，予備調査の店頭調査リス

トと店舗提供リストの内容を見直し，精査してリス

ト化した。そのリストと，日本における減塩食品の

現状や食環境整備に関わる先行研究20)等を参考に，

減塩食品分類基準を作成した。最終的に，減塩食品

分類基準に合わせて作成したリストを，減塩食品提

供状況調査の目安となる調査用減塩食品リストとし

た。

. 調査用減塩食品リストの記録用シートの作成

全国の複数フィールドにおいて，共通の調査・整

理基準で減塩食品の提供状況を的確に調査し，収集

データの整理・分析を行い，提供状況の変化や店舗

間および地域間の比較ができるように，店頭調査の

記録用シートを 3 種類作成した。

調査結果を簡便・的確に入力できるように，Ex-

cel シートの調査用減塩食品リストに主な商品名と

必要事項を掲載し備考欄を設け，入力用基準シート
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表 予備調査における店頭調査リストと店舗提供

リストの減塩食品数一覧

調味料
店頭の
食品数

リストの
食品数

漏れ
食品数

店頭
調査

店舗
提供

店頭
調査

店舗
提供

食塩類 6 5 6 1 0

しょうゆ類 14 12 13 2 1

だし汁等 7 7 6 0 1

みそ類 16 16 12 0 4

粉末だし類 14 13 9 1 5

ドレッシング 4 4 4 0 0

ソース類 6 1 5 5 1

小 計 67 58 55 9 12

（内 JSH 減塩食品) 8 8 7 0 1

加工食品

即席みそ汁 28 26 28 2 0

大豆製品 7 7 1 0 6

即席スープ 5 5 5 0 0

即席めんカップ麺 7 4 6 3 1

魚介加工品 33 28 22 5 11

畜肉加工品 2 2 1 0 1

チーズ・バター 6 6 0 0 6

海藻類（含佃煮） 11 10 7 1 4

ふりかけ類 12 9 10 3 2

梅干し・漬物 11 11 0 0 11

米菓・ナッツ 10 9 3 1 7

パン 1 1 0 0 1

飲料 5 5 0 0 5

その他 14 5 13 9 1

小 計 152 128 96 24 56

（内 JSH 減塩食品) 16 16 9 0 7

合 計 219 186 151 33 68

（内 JSH 減塩食品) 24 24 16 0 8

漏れ食品数実際に店頭に並んでいた食品数とリス

トの食品数との差
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を作成した。

また，各店舗の提供状況を数値化し，減塩食品の

入手可能性を定量的に把握できるように，減塩食品

分類基準表の小項目までを掲載し，調査店舗別に減

塩食品小項目別提供品目総数を入力するための，集

計用シートを作成した。

さらに，提供状況を見える化して減塩食品の入手

可能性を向上させるために，店舗別の減塩食品小項

目別提供状況をわかりやすく示すための，提示用

シートを作成した。

. 減塩食品提供状況調査マニュアルの作成

地域あるいは調査担当者によって差異が生じない

ように，減塩食品提供状況調査の目的と内容を明示

し，共通の調査方法とデータの整理基準を設け，調

査がより簡便に，かつ的確に実施できるようにマ

ニュアル化した。

. 店頭調査における調査マニュアルの試用確認

2 地域13店舗（食料品以外の日用雑貨等の売り場

も含む面積，A1,648 m2 と3,678 m2 の 2 店舗，

B1,000 m2 前後 2 店，1,500 m2 前後 3 店，2,000

m2 前後 3 店，2,500 m2 前後 3 店の11店舗）におい

て，2 大学の管理栄養士 8 名が，上記調査マニュア

ルを用いて店頭で減塩食品の提供状況を調査し，記

録用シートを用いて情報整理を行った。その調査の

実施と調査後のデータ整理の過程，収集されたデー

タの内容を確認し，調査の実施可能性と的確性につ

いて検討した。

 報 告 内 容

. 予備調査の結果と課題，対応策

4 店舗の店頭調査リストと店舗提供リストの減塩

食品数一覧を表 1 に示す。店頭調査リストで漏れて

いた食品は，調味料 9 品，加工食品24品で，広い店

舗内で商品の有無を確認しておらず，見落としが

あったことが判明した。店舗提供リストで漏れてい

た食品は，調味料12品，加工食品56品で，その中に

は「減塩」や「食塩無添加」と記載されているもの

があり，逆に減塩根拠が不明な商品もリストに含ま

れていた。店舗の商品管理システムは，店舗により

異なっており，本事業で定義した減塩食品のカテゴ

リーで分類されていない商品が多く，本調査に対応

したリストアップは当面期待できないことがわかっ

た。

一方，店頭調査リストの場合は，調査前に減塩食

品の定義と分類基準を確認し，予備知識を持って複

数人で計画的に店頭調査を行う，商品名や栄養成分

表示を的確に写真に撮る，複数回店頭に出向いて確

認することにより，リストからの漏れを減らすこと

が可能であった。そこで，減塩食品提供状況の把握

は店頭調査で行うことにし，予備調査時の課題を解

決して，調査者の負担とムリ・ムダ・ムラを減らし

速やかに，的確に実施する調査方法と手段を開発す

ることにした。

. 減塩食品分類基準表

減塩食品の大分類は，調味料，加工食品，料理・

弁当の 3 項目で，中分類は，先行研究20)と同様，基

礎調味料，たれ・ソース類，素材中心の農産物系，

畜産物系，海産物系，その他の加工食品（冷凍食品

も含む），菓子の 7 項目とした。小分類は，予備調

査時の取扱状況等に留意し，調査や購入のしやすさ
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表 減塩食品分類基準表

項 目 分 類 基 準 備 考

調

味

料

基礎
調味料

食塩・ふりかけ 加工塩，ふりかけ，浅漬けの素 塩が主で，使用量が少ない調味料

粉末・固形だし
合わせ調味料

だしの素，コンソメ，スープの素，炒飯の
素，お茶漬・雑炊の素，炊き込みご飯の素，
ラーメンスープの素，中華合わせ調味料，カ
レールー

だし入り，粉・固形・ペースト状

醤油 醤油（相対差20以上） 醤油の定義に当てはまる商品

醤油加工品 だし醤油・つゆの素，ポン酢醤油，鍋つゆ
醤油の原材料として使用できる物以外（鰹
節・ニンニク等）を加えた物

味噌 味噌（相対差15以上），だし入り味噌 米・麦・豆味噌類すべて

加工酢 甘酢，塩酢，寿司酢，黄身酢 酢主体（醤油なし）

バター・マーガリン バター，マーガリン 無塩バター含む

たれ・
ソース類

たれ 焼き肉のたれ等 洋風たれ

ケチャップ トマトベースのソース類 トマト系ソース

ソース ウスターソース等 その他のソース

ドレッシング ドレッシング・マヨネーズ類 主に生食（サラダ類）用

加
工
食
品
（
容
器
包
装
入
・
栄
養
成
分
表
示
有
）

農産物系
（素材型)

漬物（葉類漬物） 白菜漬け，野沢菜漬け，高菜漬け 葉物の漬物

梅干・沢庵，他漬物 沢庵，梅干し，福神漬け 梅干，福神漬等漬けた物はすべて

缶・瓶・袋詰 食塩不使用水煮，減塩佃煮類 山菜佃煮，缶詰コーン等

納豆（たれ） 納豆（減塩たれ） 「たれ」が減塩

畜産物系
（素材型)

ハム・ベーコン類 ハム，生ハム，ベーコン ハム類各種

ソーセージ類 ウインナー，フランクフルト，他ソーセージ ドライソーセージ類を含む

ビーフ・チキン類
焼き鳥缶，コーンビーフ
ビーフジャーキー，サラダチキン等

袋・缶・瓶詰
ビーフジャーキー類を含む

乳製品 チーズ類 ナチュラル・プロセス

海産物系
（素材型)

海藻類 ワカメ，昆布佃煮等 食塩無添加・減塩表記有

魚介塩蔵品
塩蔵・生干し・乾物（25減塩表記）
一夜干，塩鮭，しらす干し，煮干し等

25以上減塩表記がある物

魚介加工食品
袋・缶・瓶詰（さきイカ，塩辛等）
サバ缶，ツナ缶，鮭フレーク等（佃煮含む）

野菜等混合惣菜類→下記，その他の加工食品
「惣菜・レトルト食品」へ

水産練り製品
かまぼこ，カニカマ，さつま揚げ，魚肉ソー
セージ

魚介練り製品
魚肉ハム・ソーセージ含む

その他の
加工食品
冷凍食品
も含む

即席味噌汁 小袋包装・カップ包装含む 汁・具材別ではなく全体

即席スープ 小袋包装・カップ・レトルト包装含む 汁・スープが主で具材入り

即席麺 即席中華麺，カップ麺（麺・調味料同封） 調味料類が主に減塩

その他麺類 乾麺・生麺（袋詰・調味料は別） 麺が主に減塩

惣菜・レトルト食品
おでん，筑前煮，煮魚，カレー，餃子，焼
売，ハンバーグ等

惣菜コーナーで販売される「おでん」等
→下記，料理・弁当「減塩惣菜類」へ

大豆加工食品 高野豆腐，大豆食品，大豆たんぱく加工食品 畜肉イミテーション食品等

パン類 減塩率25以下のパン類 減塩表示パン

粉類・パスタ類
唐揚げ粉・天ぷら粉，ホットケーキミックス等
マカロニ，パスタ類

粉類・パスタ類

飲料類 食塩無添加・不使用飲料 食塩無添加・不使用表示

菓子

米菓子 せんべい，あられ 塩・醤油・味噌味等

スナック菓子
ポテトチップス，ポップコーン，クラッカー
ビスケット類

小麦・芋・豆類・トウモロコシ等でん粉を食
用油で揚げた物

種実類，その他 ミックスナッツ 食塩無添加（不使用）等

料理・弁当
減塩惣菜類

25以上減塩していることが確認できる料理
「減塩」と明示されている料理

加工食品以外のパック・量り売り等

減塩・ヘルシー弁当 スマートミール等の認証弁当 1 食当たり 3 g 未満

素材中心（素材型）の農産物系・畜産物系・海産物系は，素材の主原材料（配合割合が最も多い原材料）で分類
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図 減塩食品提供状況調査用ファイルの「入力用基準シート」記入例（一部抜粋)
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図 減塩食品提供状況調査用ファイルの「集計用シート」と「掲示用シート」の記入例（一部抜粋)

372 第71巻 日本公衛誌 第 7 号 2024年 7 月15日

を念頭において37分類とし，分類基準を明示して調

査員が分類に迷わないように，判断の観点や留意点

を備考欄に表記して減塩食品分類基準表を作成した

（表 2）。

. 調査用減塩食品リストの記録用シート種類

1) 入力用基準シート（図 1）

店頭調査時に店舗名と調査年月日を入力し，店頭

調査で提供されていた商品が調査用減塩食品リスト

に該当する場合は〇，リストにない場合は行を挿入

して赤字追記，分類が不明な商品は青字追記，店舗

欄が少ない場合は，列を適宜挿入してデータ入力で

きるようにした。

2) 集計用シート（図 2）

Excel シートの減塩食品分類表の店舗の列に各店

舗名を入力し，上記の入力用基準シートに基づき，

減塩食品小項目別に各店舗の提供品目総数を入力，

店舗別の提供状況を数値化し，減塩食品の入手可能

性を定量的に把握できるようにした。

3) 掲示用シート（図 2）

集計用シートと同様，減塩食品分類表の Excel

シートに，店舗名を入力し，減塩食品の小項目別

に，その店舗で提供されている食品が 1 品でもあれ

ば〇，3 品以上あれば◎，減塩コーナーがあれば★

を入力して，どのような減塩食品がどの程度提供さ

れているか，減塩食品の店舗別提供状況を見える化

した。

. 減塩食品提供状況調査マニュアル

マニュアルには，本事業における減塩食品提供状

況調査の目的と，減塩食品の定義，分類基準，調査

方法と留意点，調査後のデータの取り扱い方法を記

載した。調査用減塩食品リストの各シートの利用方

法についても説明した。

. 調査マニュアルと記録用シートを試用した減

塩食品提供状況調査

A 地域では，管理栄養士 6 人が 2 店舗（1 店舗各

3 人）に，B 地域では管理栄養士 1～2 人が11店舗

に出向き，マニュアル通りに減塩食品提供状況調査

を行い，店頭で撮った商品写真を確認して，入力用

基準シートの該当箇所に○を記入，該当する商品名

がない場合は行を挿入して赤字追記して店舗別調査

用減塩食品リストを完成させ，集計用シートと掲示

用シートを作成した。

13店舗における店頭調査の所要時間は，店舗規模

と調査人数により若干異なったが，1 店舗当たり90
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～120分であった。また，入力用基準シートへの入

力作業は各 1 人で行い，1 店舗当たり90～120分で

あった。1 回目はマニュアルを読んで理解し，慣れ

ない調査とデータ整理に時間を要したが，2 回目以

降は次第に短時間で実施できるようになった。な

お，分類に迷った商品はなく，各リストは的確に作

成されていた。A，B 両地域の店舗において，減塩

食品提供状況調査の実施とデータ収集・整理が行え

ることを確認した。

 考 察

食環境アセスメント指標には客観的指標と，対象

者の認知を通して把握する主観的指標がある。本報

では，食物へのアクセス整備の重要項目である「減

塩食品の入手可能性」を，減塩食品の提供状況（客

観的指標）によって把握し，食環境アセスメント手

法の 1 つになるように，標準的な調査方法を検討し

た。

まず，減塩食品の提供状況の把握を，調査員が店

舗に出向き観察法によって行う店頭調査と，店舗か

ら提供される商品リスト調査の何れが適当か，実施

可能性と妥当性の面から比較検討を行った。全店舗

から，減塩食品の商品名，取扱（仕入・販売・在庫）

量に関わるデータを入手できれば，調査の負担を減

らしてデジタルデータを収集，モニタリングも容易

と考えたが，協力店舗は予想以上に少なく，今回の

協力店舗以外から減塩食品取扱商品リストの提供を

受けることはできなかった。また，商品管理担当者

の減塩食品に対する認識や意識も多様で，減塩食品

の定義や標準化された分類方法がないことから，当

面店舗提供リストによる減塩食品調査の実施可能性

は低いと考えられた。一方，店頭調査リストは，予

備調査を通して，事前に調査の目的と減塩食品の定

義や分類基準等の予備知識を持って，複数人で計画

的に実施し情報収集することで，的確にリスト化す

ることが可能と判断された。

次に，減塩食品の定義と分類基準を設定し，調査

マニュアルと記録用シートを作成した。2 地域13店

舗において予備的に検証した後に，本事業に参加し

た北海道から鹿児島までの11市町村において実際に

活用できることを確認した。管理栄養士による店頭

調査とデータ整理が確実に行われ，減塩食品の入手

可能性の定量的把握と見える化，また住民等への情

報提供を容易にし，減塩食品の入手可能性の向上を

図ることができるようになった。また，食環境整備

の介入前後で減塩食品提供状況を比較する場合に

は，介入前シートを複写し，変更部分を赤字記入し

て介入後シートを作成すれば，データ入力と整理が

容易で，提供状況の変化を明示できるなど，工夫次

第で，より簡便，的確にデータを収集，整理，提示

することが可能と考えられた。しかし，自治体等現

場の管理栄養士が通常業務の中で「減塩食品提供状

況調査」を実践するにあたっての課題分析と対応策

については，今後検討が必要である。

なお，本研究の限界として，以下の 2 点が挙げら

れる。1 点目は，調査員が店舗を直接訪問して調査

する方法であるため，すべての店舗を把握すること

はできない。住民の利用頻度の高い店舗に限定す

る，あるいは意図的に介入する店舗と対照店舗を決

めるなど，特定の店舗における実態把握・アセスメ

ントになることである。そのため，選択バイアスに

留意する，また調査条件を明示する必要がある。2

点目は，店舗の品揃えは，製造企業の事情や季節性

商品等の仕入れ変更など店舗側の要因によって変化

するため，介入前後やフォローアップなど時系列で

変化をみる場合，判断が難しいことである。提供状

況を的確に把握するには，対象店舗と事前に十分協

議し連絡調整を行って，情報の共有化を図り，複数

回実施するのが望ましい。

また，減塩食品分類基準表や調査用減塩食品リス

トは，全国的に収集された多くのデータを用いて見

直し，定期的に改訂する必要がある。将来的には，

標準化された減塩食品分類基準表が，店舗の商品管

理システムに導入され，各店舗の減塩食品に関わる

デジタルデータの入手が可能となり，店頭調査が不

要になることを期待したい。

 結 語

減塩食品の入手可能性は，調査マニュアルと記録

用シートを用いた店頭調査で，容易にまた的確に把

握できることがわかった。この標準化された減塩食

品提供状況調査は，地域の減塩対策において，食環

境アセスメント手法の 1 つになり得ることが示唆さ

れた。
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Development of a new method for assessing the availability of low-sodium foods in Japan
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Objectives Food environment improvement involving salt reduction requires improving access to and label-

ing low-sodium foods. Assessing the implementation status of these measures is also necessary.

However, to date, no established methods exist for assessing the availability of low-sodium foods in

communities. In this study, we aimed to devise a survey on the availability of low-sodium foods as a

community food environment assessment method in order to establish common assessment

methods, criteria, and practical measures, as well as standardization nationwide.

Methods A preliminary survey on the availability of low-sodium foods was conducted in Kitakyushu City in

four stores with nationwide representation. Consent for providing information on handled product

lists was obtained. The on-site lists collected through direct investigation by surveyors were com-

pared with the handled product lists provided by the stores and analyzed to identify survey

challenges and examine feasibility and the potential for accuracy. The deˆnition of low-sodium

foods, which emerged as a challenge in the preliminary survey, was conˆrmed. Preliminary survey

data were carefully reviewed to establish classiˆcation criteria for low-sodium foods and create a low-

sodium food list to serve as a reference for on-site surveys. Forms for recording the results of on-site

surveys and a survey manual were developed. Registered dietitians conducted on-site surveys using

the manual to conˆrm its applicability.

Results The preliminary survey results revealed that the on-site lists had fewer omissions and greater

feasibility than store-provided lists. After clearly deˆning low-sodium foods, we established classiˆ-

cation criteria (three major categories, seven subcategories, and 37 minor categories) considering

the ease of on-site investigations and purchases. Three forms for recording survey results were deve-

loped, including a standard input form allowing detailed documentation of the availability of in-

dividual low-sodium foods, an aggregation form for a quantitative assessment of low-sodium foods

availability, and a display form visualizing the availability of low-sodium foods by store. Further-

more, a survey manual was developed explaining the purpose and approach of the low-sodium foods

availability survey, deˆnition and classiˆcation criteria for low-sodium foods, and the three forms for

recording survey results. Findings indicated that all registered dietitians could conduct on-site sur-

veys using the manual and successfully collect and organize data.

Conclusion On-site surveys using the manual and documentation forms enabled easy and accurate assess-

ments of low-sodium foods availability. Thus, this standardized method to assess the availability of

low-sodium foods could be a food environment assessment method for regional salt reduction initia-

tives.
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